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1 施設の概要
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（１）管理区域の見直し（２地区を１地区）

ア 経費節減効果

・スケールメリットにより、人件費（管理職の縮減）など５年間で１億３千万円を超える

イ 入居者サービスの充実及び均一化

効果・・・△130,634千円 ・人件費 △127,620千円（施設長1人、主任3人減）
・物件費 △3,014千円(体制合理化によるもの)

２ 次期指定管理者の選定に係る主な変更
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（２）業務内容の追加 411,179千円

ア 建築基準法第12条点検を市直営から指定管理業務に変更 57,525千円

イ 設備等に係る管理を市直営から指定管理業務に追加 52,881千円

※水道メーター取替検定業務、各種保守点検（エレベーター、消防設備、貯水槽）、簡易水道検査

ウ 空家修繕箇所数の増など 300,773千円
※年間 200戸 ⇒ 300戸

現行から年間100戸増とし、安定した入居戸数の確保を図る

R2～6（現行） R7～11（次期）

・市直営による点検 ・指定管理者による点検

効果・・・ ①市職員約３名分の業務量の減
②日常点検と合わせて実施することで、修繕すべき箇所等の迅速な把握及び対応が可能

効果・・・ ①市職員約１名分の業務量の減
②現行の設備管理業務と一体化することで効率的な業務遂行が可能
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（３）物価上昇等による増 254,534千円（人件費、設備管理費、物件費など）

（４）指定管理者による委託及び修繕に係る業者選定の見直し

区分 前回（第4期） ２者➤1者による増減 業務量による増減 物価等による増減 今回（第5期） 差額

人件費 423,642 -127,620 57,525 138,648 492,195 68,553

施設管理費 486,511 0 52,881 40,513 579,905 93,394

物件費 102,148 -3,014 9,823 7,093 116,050 13,902

計 1,012,301 -130,634 120,229 186,254 1,188,150 175,849

修繕費 1,623,590 0 290,950 68,280 1,982,820 359,230

合計 2,635,891 -130,634 411,179 254,534 3,170,970 535,079

（１） （２） （３）

指定管理者公募時の上限額

R2～6（現行） R7～11（次期）

・修繕業務等の業者選定 優先順位

旧町地区においては南・北総合事務所管内
市内業者
準市内
市外業者

・修繕業務等の業者選定 優先順位

団地近隣業者
団地所在地区の各総合事務所管内業者
市内業者
準市内
市外業者

高

低

高

低

偏りが生じないよう
モニタリング実施
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（５）

R2～6（現行） R7～11（次期）

・口座振替制度の推奨

※新規入居者に対して、口座振替利用を推奨

≪現状≫ R5年4月分の家賃等の状況
・月あたりの調定10,834件(約6,000世帯)
内訳：口座約6割6,500件、納付書約4割4,334件

・納期内収納件数比率 74.1%
内訳：口座95.33％ 納付書42.32%

・口座振替利用促進
※既存入居者に対し口座振替への利用促進を行い、年度末における

口座振替利用件数が前年度末における利用件数を超えた場合に１件
あたり3,000円を支払う。

≪対象≫最大件数4,334件
≪効果≫口座振替比率上昇により収納率向上、業務量削減を目指す
≪報酬≫口座振替変更により下回るコストは1件当たり600円/年

直近20年間入居者の平均入居期間5年であり最低効果を
5か年以上として算出

（１）名 称 トラスティ建物管理・エルベック共同事業体
（２）所在地 長崎市桶屋町25番地
（３）代表者 株式会社トラスティ建物管理

代表取締役 中本 幸人
（４）設立年月日 令和６年１０月１１日
（５）主な事業 ビル・マンション等不動産の総合管理、公営住宅管理業務等

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

３ 指定管理者候補者の概要

４ 指定の期間

口座振替利用促進によるインセンティブの追加
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(1) 選定の経過
ア 応募団体数 １者
イ 提案の概要
（ア） 提案内容 ※参考（１）「事業計画書概要」参照
（イ） 提案金額（指定管理料）

 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 合 計 

年間委託料 625,402 629,530 629,888 634,671 633,111 3,152,602 

（内訳） 

人件費 100,591 102,121 103,410 104,928 106,178 517,228 

設備管理費 89,247 91,845 90,914 94,179 91,369 457,554 

物件費 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 120,000 

その他 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 75,000 

計 228,838 232,966 233,324 238,107 236,547 1,169,782 

修繕費 396,564 396,564 396,564 396,564 396,564 1,982,820 

合計 625,402 629,530 629,888 634,671 633,111 3,152,602 

 
※ 修繕費は、あらかじめ概算で支出を行い、年度末に実際にかかった費用で精算を行う。 

５ 指定管理者候補者の選定方法及び選定理由

7



ウ 指定管理者候補者選定審査会による審査

（ア）審査会の人数及び構成

人数５名

（イ）審査経過

令和6年 9月 4日（第1回）・・会長の選出、募集要項案等の内容説明、選定要領の説明

令和6年10月23日（第2回）・・採点方法説明、書類審査、面接審査、候補者の選定

令和6年10月24日 審査報告書提出

（ウ）審査報告書の概要

※参考（２）「長崎市営住宅指定管理者候補者選定審査会審査報告書（写）」参照

エ 選定理由

質が高く、管理業務に精通し多様な事業計画が提案され、今後、更なる入居者へのサービスの向上に繋がるものと思われたため。

会 長 桑水流 和弘 社会福祉法人長崎市社会福祉協議会  

委 員 

（職務代理者） 
橋本 彼路子 長崎総合科学大学工学部 

委 員 
岩永 隆之  

（梅本 國和） 
長崎県弁護士会 

委 員 工藤 精一 九州北部税理士会長崎支部 

委 員 津留﨑 和義 国立大学法人長崎大学人文社会科学域 
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【参考】 

事業計画書概要 

評価項目 
第 1順位 

トラスティ建物管理・エルベック共同事業体 

１ 基本事項 

⑴ 基本方針 

市営住宅等の管理運営業務について、

施設の設置目的等に合った基本方針・

理念を持っているか 

法令遵守に対する考え方や取組みはあ

るか 

■施設の設置目的等を踏まえた管理運営の基本方針 

 ・市営住宅等は、低額所得者に対する公営住宅、中堅所得者に対する特定公共賃貸住宅、不良住

宅を除却することに伴い住宅を失うものに対する改良住宅等、多様な世帯が健康で文化的か

つ安心・安全な暮らしを確保するための施設と理解。 

 ・1団体で市全域の市営住宅等を管理する目的は、入居者サービスの均一化を図るとともにスケ

ールメリットを活かしたコストの縮減と理解。 

 ・これらの設置・指定管理の目的を踏まえ、「公平公正な入居者サービスの財産である市営住宅

等の効率的かつ安定的な管理運営」を基本方針と掲げる。 

 

■市営住宅の現状を踏まえたサービスの提供 

 ・入居者サービスを市内全域で展開し、均一化する。 

 ・市営住宅の入居者は、高齢者・障がい者・子育て世帯・ひとり親世帯などが多く、医療や福祉

施設等のセーフティーネット機能の多層的な展開、拡充が重要。 

  入居者との最も密な接点である指定管理者として見守り・巡回を通じいつでも相談可能な体

制を確保するとともに、貴市自治振興課、障害福祉課、その他、民間団体や NPO など多岐にわ

たる関係者と連携した体制で業務を実施する。 

 ・職員も地域社会の一員として、地域コミュニティ形成やまちづくりに寄与することが重要。普

段からの「声かけ運動」など入居者とのコミュニケーションを図り、地域コミュニティ形成の

サポートを行う。 

9



■市の住宅施策を踏まえた対応 

 ・「長崎市公営住宅長寿命化計画」に基づいた市営住宅の集約化・再編のための検討材料となる

よう、「公共施設マネジメントシステム（PasCAL）」の導入により、施設情報の一元管理、LCC

（ライフサイクルコスト）算出など、将来的な建替えのための情報を整備することを提案す

る。 

 ・「日見大曲・宿町団地第 1期整備事業」、「新戸町アパートほか建替事業」などが計画され、代

表構成員が他施設での PFI 事業事績を有していることから、官民連携による市営住宅等の管

理の在り方について検討が可能。 

 

■市の各種施策に呼応した対応 

 ・PasCAL の導入による「長崎市 DX 推進計画」の推進、高効率型給湯器や LED の導入による「ゼ

ロカーボンシティ長崎」への貢献など、長崎市の各種施策に対応します。 

・維持管理においては「予防的保全」により正確な状況把握と修繕計画への的確な反映、SDGs な

どの環境に配慮した取組を進める。 

 

■法令遵守に対する考えや取組み 

 ・公営住宅法等の関係法令及び条例等を遵守し社会規範や企業倫理に適った行動をとり、本業務

に取組む。 

 ・「個人情報保護法」、「長崎市個人情報の保護に関する法律施行条例」、「長崎市保有個人情報等

安全管理措置規程」を遵守し、入居申込書や収入申告書などの取り扱いは緊張感をもって十分

な配慮と保護措置を図る。 

 ・施設の維持管理に関する法令を遵守する 
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⑵ 平等利用の確保 

いずれの地区（離島を含む）において

も、同等レベルの入居者へのサービス

を提供する体制や考え方を持っている

か 

 

 

■サービス全般において公平性を保つための基本方策 

 ・各地域センターで行う受付業務等のサービス均一化や窓口利用者を待たせない迅速な対応の

ためにマニュアルを作成。 

 ・公平・公正・平等なサービス提供、接遇が行えるように職員ミーティングや研修を実施する。 

 ・入居者・窓口利用者へのアンケート調査を実施し、公平・公正・平等なサービスが提供できて

いるかチェック体制を強化。 

 

■居住地によらない情報提供、ホームページ情報発信 

 ・長崎市と協議のうえ、ホームページはあらゆる世代の入居希望者にわかりやすい情報発信とす

るため、物件写真や間取りなど民間同等の情報を掲載し、入居率向上につなげる。 

 ・各種申請書類をダウンロードできるようにするなど、U・I・Jターン対策として、市外在住者

の利便性を考慮し、郵便対応やネット申込みを可能とする。 

 

■出張受付・相談サービス 

 ・各種手続きのための移動負担の軽減とサービス均一化のため、移動が困難な方への個別出張訪

問や職員が一定期間集会室に赴き受付を行う出張受付を実施する。 

 ・出張の際には、当該地区に住む入居希望者および入居者が利用する「ふれあい相談」も併せて

実施する。 

 ・都市部同等のサービス提供という観点において、離島地区におけるライフライン整備も重要。

出張の際の相談受付や、万が一の場合に備えて事前に緊急対応・修繕業者を選定するなど、24

時間対応可能な体制を構築する。 
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■ユニバーサルサービスの提供 

 ・「ユニバーサル社会」の実現に向けて、高齢者、独居高齢者、障がい者、子育て世帯、若年層、

外国人、LGBTQ+、DV 被害者などの相談ニーズに応じて対応する。 

                                                                                                                                                                                                                                                                    

⑶ 個人情報の保護 

入居者の個人情報の保護に関する措置

は適切か 

■基本的な考え方 

 ・「プライバシーマーク」及び「情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001）」を取得し

ており、2者の方針・基準に合わせて、「個人情報保護基本方針（プライバシーポリシー）」「個

人情報の扱いに関するガイドライン」等の各種マニュアルを作成し、これに沿った研修を実施

する。 

 ・万が一に備えて、賠償保険に個人情報補償の特約を付加する。 

 

■具体的な措置 

 ・個人情報、管理台帳、滞納リスト等は施用可能な保管庫に必ず収納する。 

 ・インターネットでの外部接続は専用端末のみ可能とする。 

 ・個人情報を第三者に提供する必要がある場合、個人情報保護、・守秘義務を含めた業務委託契

約書を締結し、委託業者に誓約書の提出を義務づける。 

 ・漏洩に関する罰則規定を設ける。 

 ・封緘作業、ファック送信は必ず２名体制で実施する。郵送窓付き封筒を利用、ファックス送信

は指差し確認を実施する。 
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２ 事業計画 

⑴ 施設の設置目的と計画 

施設の設置目的に沿った成果が得られ

る提案がなされているか 

施設の適切な維持管理や修繕業務に対

する体制や考え方を持っているか 

収納事務を適正に実施する体制や考え

方を持っているか 

 

 

■入居者コミュニティの醸成支援による健康で文化的な暮らしの提供 

 ・入居者コミュニティの醸成のため、住宅内広報誌へ団地内イベントや自治会情報を掲載し、積

極的な参加を促す。 

 ・集会室にて高齢者や子育て世帯を対象にした「ふれあいサロン」を開催し、孤立しがちな方々 

に積極的にお声がけし、世代間交流を図る。 

 

■巡回による相談受付・安否確認等による安心・安全な暮らしの提供 

 ・巡回担当は腕章やベストなどを着用し、入居者が声かけしやすい環境を整える。 

 ・施設巡回時に「ふれあい相談員」として独居高齢者や障がい者などを訪問し、安否や困りごと 

などの把握に努める。 

 ・郵便物の溜まり具合などに留意して高齢単身者の見守りや安否確認を行う。また、新聞販売店・ 

郵便局等とも連係した見守りにより入居状況の把握に努める。 

 ・専門的な判断が必要な事項は、看護士、介護支援専門員又は保健士の有資格者と相談の上、希 

望に添ったアドバイスを行う。 

 

■子育て世帯へのサービスの充実 

 ・「住みよかプロジェクト」「こども元気プロジェクト」の取組を理解し、交流サロンを実施し、

子育てママ・パパが孤立しないような、地域コミュニティ支援を行う。 

 ・長崎市が推進している未就学児を育てている世帯が市営住宅に優先的に入居できる制度「子育 

て世帯の定期借家制度」やひとり親家庭等の市営住宅への優先的入居制度など、長崎市の子育 

て支援政策を積極的に周知する。 

 ・代表構成員が協賛しているひとり親家庭とその子どもたちを支援する「つなぐ BANK」等の支 

援団体・活動内容について周知する。 
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■空き住戸等の活用 

 ・長崎市と協議の上、募集停止住戸や空き家等においては、倉庫利用等による利活用やサロン利

用等による地域コミュニティの活性化を図り、長崎市や自治会の協力の下、周知する。 

 

■多様な広報による入居率向上 

 ・長崎市と協議の上、定期募集時の TVCM 放映や独自 HP により入居率向上を図る。 

 ・市内企業に対し、若年単身者や外国人労働者なども入居可能であることを案内し、求人募集に 

役立てていくことで、入居率向上と雇用確保に貢献する。 

 

■浴室など給湯設備の重点的な改善や DIY、改修のモデル実施によるイメージアップ 

 ・浴槽や風呂釜が設置されていない住宅に対し、浴槽や給湯設備の設置を提案する。 

 ・空き住戸を活用したモデル改修の実施を提案し、市営住宅に対するイメージアップや関心度向 

上、需要喚起に寄与する 

・子育て世帯向け住宅への改修といった単にハード面の整備のみならず、長崎市の優先入居制度 

等との併用など、ハード・ソフト面からアプローチしたモデル的取組により、市営住宅を広く 

アピールすることを目指す。 

 

■施設の適切な維持管理や修繕業務に対する体制や考え方 

 ・「予防的保全」を基本とし、定期的な巡回点検を実施し、点検結果や不具合箇所は住戸・住棟 

単位で記録する見える化により、早期修繕に役立てる。（点検・修繕結果は実施状況が把握・ 

理解できるよう「見える化」の工夫をし、迅速に修繕計画に反映する） 

 ・高効率型給湯器や LED 照明の導入など、「ゼロカーボンシティ長崎」の取組に貢献する。 
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■法令遵守した点検実施と物価高騰対策 

 ・法令等に基づき確実に点検業務を実施する。 

 ・巡回による目視点検は定期的に実施し、外壁等の汚損・破損、クラックや爆裂などの建物の状   

態を常にチェックして記録するとともに異常を確認した場合には、直ちに適切な措置を行う 

など、早期発見と迅速対応により修繕件数を抑制する。 

 ・目視での点検確認が困難で、必要な場合には航空法の範囲においてドローンにより調査する。 

 ・巡回時において少しの変化も見逃さずエレベーターやポンプの異常音に注意を払い、疑わしい 

際は専門業者が調査し被害を最小限に抑える。 

 ・主要設備は突然の故障に備え部品供給の見通しやストック状況を常に把握する。 

 ・退去修繕や空家修繕は、担当者や団地間でのバラつきが出やすい業務であるため、業務 1本化 

  により、改めて業務仕様書に基づく修繕基準を見直し修繕レベル均一化を図る。空家修繕は、 

定型的な修繕の繰り返しであるため事前に適正価格と仕様を設定し、協力業者数社に見積り 

を依頼し、コスト削減を図る。 

 ・保守点検の再委託先は、市内に本社を有する有資格業者や確実な技術力を持つ登録業者を優先 

し、適正な保守整備にて設備の機会寿命を延ばせるよう監理します。 

 ・修繕業務は複数ブロックごとに区分けし、対象ブロック内での地元発注を優先し受注機会均等 

を図る。 

 ・貯水槽清掃業務や消防点検業務を共同事業体で実施し、業務効率化を図る。 
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■家賃等の収納率向上対する取組み 

 ・収納担当の訪問時や住宅内広報誌などで口座振替を奨励し利用案内を強化する。 

 ・収納担当の訪問は、営業時間によらず土曜・夕方など在宅時間に合わせ柔軟に対応する。 

 ・他都市でも実績のある家賃保証会社の導入を提案する。（長崎市と協議） 

 ・病気等にとりやむを得ず家賃を払えない状況にある入居者に対しては、分納や減免の負担割合 

軽減措置の案内や民生部局と連携を図るなど、適切に対応する。 

⑵ サービスの向上 

入居者の安全・安心や利便性向上、入

居者のコミュニティー支援等の提案が

あるか 

 

■いつでも相談可能な体制 

 ・営業時間以外（休業日・夜間・緊急時）の問い合わせにも対応できるようコールセンターを設 

置し、24時間 365 日対応し、繁忙期には臨時的に営業時間を拡大する。 

 ・外国人のために「長崎県多言語コールセンター」を利用して 17 言語にも対応する。巡回では、

簡易翻訳機やスマートフォンなどを活用し外国人や聴覚障がい者も相談しやすい体制とする。 

 ・巡回・修繕・収納担当が「ふれあい相談」を実施する。簡易な排水溝の詰まりや家具の移動、 

電球の取り替えなど支援サービスを実施する。 

・在宅介護センターや LSA（ライフサポートアドバイザー）、生活相談員、地域の NPO 等とも連 

携し、見守りや相談を多層的に行う。 

 

■各種手続に関する個別訪問・出張サービス 

 ・各種手続きのための移動が困難な入居者に、個別に出張訪問し対応する。 

 ・減免申請や収入申告書等の受付がある 3月、4月、7月の繁忙期は、離島地区である池島・高 

島を重点エリアとし、遠隔地の集会所等に出張し受付業務等を実施する。 

 ・外出が困難な高齢者や障がい者、感染症疾病者などの希望者に対し、委任状提出と発行手数料 

負担のうえ収入申告に必要となる所得証明書を代理取得する。 
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■地域コミュニティ支援 

 ・地域社会の一員としてコミュニティ形成に寄与する取り組みを実施する。 

（イベント、研修会等） 

 

⑶ 評価と改善 

事業の運営に創意工夫や評価や改善体

制があるか 

■入居者や市民から信頼される品質管理・評価体制 

 ・当共同事業体の業務・取組を客観的に評価・把握するため、長崎市が実施する者とは別に独自 

の社内モニタリング調査（アンケート）を実施する。 

 ・共同事業体 2社の本社技術社員も出席し毎月開催する運営委員会にて、各構成員が互いの担当 

業務についてモニタリング調査を実施する。 

 ・委託業務については、「委託先評価基準」に基づく業務評価を実施し、適切な品質管理を行い、 

建築士等の専門知識を持った経験豊かな人材が管理する。 

 

■第三者による客観的な評価 

 ・公平・公正なサービスが提供できているかチェックするために、入居者・窓口利用者へのアン 

ケート調査を実施する。巡回時やイベント開催時、市営住宅内広報誌配布の機会にアンケート 

を配布し、より多くの方の回答を得る。 

 ・地域住民の声が届きやすい団地自治会(団地に自治会がない場合には管理人)にも、毎年 1回ア 

ンケート調査を実施する。 

 ・業務をサポートする専門家（弁護士等）に年 1回以上の業務評価を依頼する。 

 

■トラブルへの初期対処方法 

 ・トラブルの内容を調査・検討・精査の上、「記録簿」に記録し長崎市に報告する。 

 ・内容に応じ、保健所・福祉事務所・警察等と連携して解決にあたる。 
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 ・迷惑駐車車両には、自治会と連携し、警告ステッカーなどを貼り付け、注意喚起するととも 

に、車両所有者に対する改善指導を実施する。 

 

■悪質な場合など専門家の対処が必要な場合 

 ・トラブルの内容により、福祉、・医療・法律・防犯・住宅などの専門的な知見が必要とされる 

ため、共同事業体２社の本社専門チームによる組織的な体制を構築し対応する。 

 ・悪質な場合は、法的措置を前提とした対応を行う。 

 ・悪質な放置車両については、所有者等の確認調査を行い、判明した場合には、長崎市に報告の 

うえ、廃棄物手続等の処分について協議する。 

 

３ 管理運営体制 

⑴ 人員配置 

職員配置は市営住宅等の管理運営業務

を行うのに適切か 

 

■無駄のない組織図 

 ・窓口徴収業務などの業務量増となる一方、市内全域で一つの事業となり、共同事業体 2社の業 

務効率化を図ることで 25名の体制とする。 

 ・職員の継続的な配置によりスムーズな業務開始体制を構築する。物件を訪問し理解を深め、提 

供できる環境を整える。 

 

■安心感のある地元サポート体制 

 ・長崎市 OB、県警 OB,弁護士、司法書士、税理士、社会保険労務士、行政書士によるサポート体 

制を構築する。 

 ・地元の関係組合・協会との基本合意書により、再委託先の紹介や災害時の協力など「オール長 

崎」の力で業務を遂行する。 
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■マネジメントシステムに基づく品質管理体制 

 ・構成員が取得している国際規格である品質マネジメントシステム ISO9001 に基づいた品質管 

理を構築する。 

 

■職員の研修計画 

 ・公平・公正・平等なサービス提供が行えるように職員ミーティングや接遇・マナー研修・人権 

研修などの基礎的研修、情報セキュリティマネジメントシステムに基づく個人情報保護研修 

などを実施する。 

 

⑵ 収支計画・施設管理 

管理運営業務に係る収支予算は適切で

ある 

事業体の経営状況はされて健全である

か 

 

■管理運営業務における収支計画 

 ・委託料の中でも大きなウエイトを占める人件費・修繕費について、スケールメリットを活かし 

た業務効率化により、人件費高騰・物価高騰に備える。 

 ・予防的保全のための定期的な点検は地域ブロックを定め、効率的にスケジューリングし無駄の 

ない人員を配置することで人件費を抑制する。 

 ・エレベーターはメーカー保証と関係するためメーカー保守を前提に検討し、本事業以外の民間 

物件を含めたスケールメリットをもとに価格交渉し、経費縮減を図る。 

 ・修繕業務発注の際には、実施スケジュールを確認し、同種業務を複数件まとめて発注するなど、 

スケールメリットを活かした発注により物価高騰に対応する。 

 ・退去修繕や空家修繕は、担当者や団地間でのばらつきが出やすい業務であり、業務 1本化によ 

り長崎市が定める業務仕様書に基づく修繕基準を見直し、修繕レベル均一化を図る。 また、 

空家修繕は、定型的な修繕の繰り返しであるため、事前に適正価格と仕様を設定し、協力業者 

数社に見積もりを依頼し予算の低減化を図る。 
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 ・口座振替に切り替えても残高不足で未納になることも多く、郵送での通知により通信費が必要 

となるため、巡回時に必要資料を配布するなどでコスト削減を図る。 

 

■事業体の経営状況 

 ・共同事業体 2社ともに、現預金、繰越利益余剰金等も十分に有しており、本業務にあたって健 

全な財務状況である。 

 

⑶ 緊急時の対応について 

緊急時における、連絡体制等危機管理

体制は適切か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事故及び災害時の対応 

 ・事故及び災害時は、予め整備する危機管理マニュアルに基づき、管理事務所を中心に迅速に対 

応する。 

 ・豊富な建物管理実績を有する各構成員の本社技術スタッフが専門的知見からバックアップす 

る。 

 

■夜間及び緊急時の対応 

 ・事前にエリア対応可能な緊急対応・修繕業者を選定し、24時間対応可能な体制を構築する。 

地元関係組合・協会と災害時や緊急時の対応について合意書を取得済。 

 

■メッセージカードによる緊急時対応の円滑化 

 ・希望される単身高齢者を対象とし、緊急時対応に必要な情報を記載した「メッセージカード」 

を作成する。共同事業体が保管するほか、高齢者宅の冷蔵庫などの目に付き易い位置に掲示す

る。カードの掲示は所轄の消防署や民生委員等に伝達し緊急時の対応の円滑化に寄与する。 
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■入居者の防犯・防犯に対する意識向上 

 ・講習会や防災訓練の際にハザードマップを周知し入居者自らの備えの意識を醸成。 

 

■入居者の声に基づく防犯カメラ設置 

 ・防犯カメラは、自治会自らが設置・監視する必要があるが、個人情報保護など留意点が多々 

ある。運用マニュアルの事例紹介や業者紹介など、自治会からの要望に応じマンション管理実 

績に基づき適切に対応する。 

 

■防災対策：地震や大雨・洪水・土砂災害などの災害に対する充実した備え 

 ・日頃から地震や大雨・洪水・土砂災害などの自然災害に備えて、防災用品をストックし、非常 

時には貸し出しできる体制を整える。 

 ・事務所職員全員の水・食料・ヘルメット・ホワイトボード等を備蓄して、万が一の際の職員 

  全員の安全を確保するとともに、業務を極力通常時と近い状態で対応できるよう準備する。 

 ・市営住宅の入居者に対しては、これまで発生した災害時においてニーズが高かったと想定され 

る防災用品を計画的に購入・備蓄し、災害時には無償貸与する。 

 ・発電機の貸出を全エリアに拡大する。 

 

■迅速なサービス対応 

 ・水漏れなどの水のトラブルや電気やガスのトラブルなど、ライフラインでの事故発生時も速や 

かな対応を行う。 

 

 

 

21



その他 

 

 

 

 

 

■自主事業、本共同事業体の特徴的な取組や具体的な計画 

 ・自主事業を評価し継続実施するが、利便性の向上のための新たな提案も積極的に行い、市内全 

域に展開することで入居者サービスの均一化を図る。 

 ・「公共施設マネジメントシステム」の導入を提案し、長寿命化、LCC の低減、施設統廃合計画の 

検討に役立てる。本業務実施にあたり、長崎市と協議の上、「公共施設マネジメントシステム 

（PasCAL）」を提供することにより、施設状況を的確に把握し、中長期修繕計画の作成や LCC 

算出、施設統廃合計画の検討などへの活用が可能。 
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